
第３回 横浜市自殺対策計画策定検討会 

  日時：平成 30 年８月２日（木）10 時～12 時 

場所：関内中央ビル 10階大会議室 

次 第 

１ 横浜市自殺対策計画（仮称）たたき台について 

２ 計画策定に向けた今後のスケジュールについて 

【配布資料】 

資料１ 横浜市自殺対策計画（仮称）たたき台（概要） 

資料２ 横浜市自殺対策計画（仮称）たたき台 

  資料３ 横浜市自殺対策計画（仮称）策定スケジュール 

【参考資料】 

参考１ 基本施策・重点施策に対する検討会での主な意見について 

参考２ 平成 29年における横浜市の自殺者の状況 

参考３ 平成 29年横浜市自殺統計解析結果 
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  １ 計画策定の趣旨 

  ２ 自殺対策における基本認識 

    国の「自殺総合対策大綱」、神奈川県の「かながわ自殺対策計画」を踏まえ、次の項目 

を自殺対策における基本認識とする 

    ①自殺は、その多くが追い込まれた末の死である 

②自殺は、その多くが社会的な取組で防ぐことのできる問題である 

③自殺を考えている人は何らかのサインを発していることが多い 

    ④年間自殺者数は減少傾向にあるが、非常事態はいまだ続いている 

  ３ 計画の位置付け 

    ・自殺対策基本法に定める「市町村自殺対策計画」 

・他の市計画等との整合性を図る 

  ４ 計画期間 

    平成 31 年度から 35 年度の５年間（国大綱を踏まえて） 

  ５ 計画の数値目標 

    ・自殺死亡率を平成 34 年までに１２．２以下へ（平成 28 年：14.7） 

     （国大綱の H38 までに 30％以上減少を踏まえた数値） 

    ・ゲートキーパー養成数（自殺対策研修受講者数） 

 計画期間内に 18,000 人（H29 年度実績 3,411 人） 
 

 

１ 横浜市における自殺の状況 

  統計データ（人口動態統計、警察統計）から見る、横浜市の状況 

  ・年次推移（自殺者数・率、男女別） 

  ・年齢構成（40・50 歳代が最も多い、～20 歳代は横ばい） 

  ・職業別・年齢階級等を合わせた状況 

（全体数は無職者、40～50 歳代は有職者が多い） 

    ・自殺未遂歴の状況（全体の自殺者数の２割が未遂歴有） 

    ・各区の状況 

    ・他政令市との比較（神奈川県、川崎市、相模原市） 

２ こころの健康に関する市民意識調査結果 

３ 横浜市における自殺対策の経過 

 

 

 

 

 

 

 

１ 基本方針 

  （横浜市の自殺の特徴） 

   ・横浜市全体の自殺者数が減少する中で、自殺未遂の経験のある自殺者数が全体の２割

を超え、若干ではあるが人数が増加してきている。 

   ・国の自殺の状況などとも比較しても、40 代から 50 代までの自殺者数が全体の４割

と多く、亡くなった際には有職であった方が多い状況がある。 

   ・20 歳未満から 20 代の自殺者数は、その年代の人口自体が減少し、かつ、横浜市全

体の自殺者数が減少する中で、対象年代の自殺死亡率が下がらず、若干ではあるが人

数が増加してきている。 

  （計画で目指すべきもの） 

   ・自殺の要因・背景を踏まえた対策の推進 

・自殺企図の可能性の高い対象への実践的な対策 

   ・自殺の兆しを早期に発見し対応するための効果的な対策 

   ・学生から就労者、高齢者等まで届く効果的な対策 

   ・より具体的な横浜市内の自殺実態の把握 

 

２ 基本施策 

（１）地域におけるネットワークの強化  

   ①「よこはま自殺対策ネットワーク協議会」の開催 

   ②「横浜市庁内自殺対策連絡会議」の開催 

   ③自殺実態状況の解析及び情報の共有化 

（２）自殺対策を支える人材「ゲートキーパー」の育成 

   ①市民や地域で活動される方を対象とした研修の実施 

   ②相談窓口に携わる支援者等を対象とした研修の実施 

（３）普及啓発の推進 

①継続的かつ効果的な普及啓発の検討・推進 

②自殺対策強化月間における普及啓発（９月と３月）の強化 

（４）遺された方への支援の強化 

   ①自死遺族など遺された方への支援 

   ②自死遺族への適切な情報提供の検討 

   

第１章 計画策定の趣旨 

第２章 横浜市の状況 

第３章 横浜市の自殺対策における取組 

横浜市自殺対策計画（仮称）の概要 
（たたき台の枠組み・概要） 

 

基本的枠組み（章立て、施策の組立）は、

国が示す「計画策定の手引」に基づき作成 資料１ 



 

基本施策 

（５）様々な課題を抱える方への相談支援の強化 

①こころの悩みや精神疾患等に関する相談窓口・支援体制の充実 

   ②様々な悩みに関する相談支援へ繋げる情報提供方法の検討 

 

３ 重点施策 

（１）自殺未遂者の支援体制の強化 

①救急医療機関へ搬送された自殺未遂者への支援の推進 

   ②自殺未遂者支援の推進に向けた情報の解析及び効果的な支援方法の検討 

（２）若年層対策の推進 

①若年層が繋がりやすい相談体制の構築 

②子どものこころの悩みへの対応 

   ③若年層を支える様々な職種を対象とした人材の育成 

（３）自殺者の多い年代や生活状況に応じた対策の充実 

   ①課題別の相談窓口の効果的な案内の検討・推進 

   ②企業等への取組の推進 

   ③生活困窮者自立支援事業と自殺対策事業との連携の強化 

 

４ 関連施策 

 

基本施策１～５、重点施策１～３の分野ごとに、市の関連事業を掲載 

 

 

 

  よこはま自殺対策ネットワーク協議会や横浜市庁内自殺対策連絡会議を通じ対策の推進を図る。 

 

 

 

第４章 横浜市の推進体制 



横浜市自殺対策計画（仮称）策定スケジュール（予定） 

 
時期 内容 

【平成 30年】 

４月 

 

 

６月 

 

 

 

 

７月 

 

 

８月 

 

 

 

９月 

 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

 

 

【平成 31年】 

１月 

 

２月 

 

３月 

 

26日  ●第１回横浜市自殺対策計画策定検討会 

    ・計画策定に向けた方向性等 

 

８日  ●第２回横浜市自殺対策計画策定検討会 

     ・基本施策、重点施策等に対する助言等 

28日 ○平成 30年度第１回庁内自殺対策連絡会議 

    ・基本、重点、関連施策の調整等 

 

11日 ○平成 30年度第１回よこはま自殺対策ネットワーク協議会 

    ・計画策定に関する意見交換 

 

２日  ●第３回横浜市自殺対策計画策定検討会 

     ・計画たたき台に対する助言等 

30日 ○平成 30年度第１回横浜市精神保健福祉審議会 

 

【計画素案策定】 

＜市会＞平成 30年第３回定例会 

 

【市民意見募集】 

 

下旬 ○平成 30年度第２回庁内自殺対策連絡会議 

 

上旬 ●第４回横浜市自殺対策計画策定検討会 

中旬 ○平成 30年度第２回よこはま自殺対策ネットワーク協議会 

 

 

【計画原案策定】 

 

＜市会＞平成 31年第１回定例会 

 

【計画策定】 

 

資料３ 



 

基本施策・重点施策に対する検討会での主な意見について 

 

 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 

○区と共同でゲートキーパー研修を実施しているが、民生委員や身近な人を自殺で亡くされた方

が参加するなど、身近な地域で研修を実施することの必要性を感じている。 

○市職員も業務の中で相談者の課題の解決に加えて、その人の気持ちや様々なサインに気づける

ように取組を進めてほしい。 

 

基本施策３ 普及啓発の推進 

○強化月間という形で、集中的に広報する機会を設けることで、報道機関も取り上げるきっかけ

にもなるため、継続していくと良い。 

○若者への啓発は、インターネットの活用に加えて、若者を巻き込んで啓発をしていくことが効

果的ではないか。キャンペーンをする際などに近隣の大学と連携するなどして、若者に届く言

葉を使用するなど有効な方法となると思う。 

 

基本施策４ 遺された方への支援 

○自死遺族は、心理的な問題や経済的な問題などあらゆる問題を抱えることになり、複数の問題

を解決するためには、チームアプローチが必要。また、遺された子どもとその家族をユニット

と捉え、遺族支援を行うことが必要である。 

○自死遺族向けのリーフレットを救急医療機関や警察、消防など遺された家族等に関わる機関で

もさらに活用できるようにすると良いのではないか。 

 

基本施策５ 様々な課題を抱える方への相談支援の強化 

 ○様々な問題の解決のために適切な相談先へつなぐためにも、各関係機関で共有できる相談窓口

の一覧があると良い。 

 

重点施策１ 自殺未遂者の支援体制の強化 

○９つの救命救急センターの中でも精神科医がいない医療機関は、自殺企図で搬送されてきた方

の対応が難しいことも多いと思われる。現在、横浜市で実施している救急医療機関と精神科診

療所の取組が拡大していけると良いのではないか。 

○三次救急医療機関に加えて、二次救急医療機関の専門職員への研修などのサポートも必要では

ないか。 

 

重点施策２ 若年層対策 

○子どもを取り巻く環境の中で、学校や教師の存在は大変大きく、学校での取組が重要である。 

○若者に対して情報を届けるためには、インターネットを用いたアウトリーチが有効であり、そ

の中でも「自殺の手段」等を検索した人に相談窓口を案内するなどの検索連動広告が効果的で

ある。 

参考１ 



横浜市1

平成29年における横浜市の自殺者の状況

１　自殺者数・自殺率の推移

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29
横浜市自殺者数（人） 582 589 675 711 663 746 722 627 578 532 514 507 443
横浜市自殺率 16.3 16.4 18.6 19.5 18.1 20.2 19.6 17.3 15.6 14.3 13.8 13.6 11.9
神奈川県自殺率 12.5 20.0 20.8 19.1 17.6 18.4 18.8 19.0 19.0 18.6 20.8 20.4 20.5 20.4 20.5 18.1 17.2 15.7 15.1 13.3 13.7
全国自殺率 19.3 26.0 26.1 25.2 24.4 25.2 27.0 25.3 25.5 25.2 25.9 25.3 25.8 24.9 23.9 21.8 21.4 20.0 18.9 17.1 16.7

神奈川県の自殺率は、平成9年以降、全国自殺率を単純平均で5.6％下回る状況で推移している。横浜市
の自殺率は、神奈川県の自殺率よりも、平成28年を除き、単純平均で1.5％下回る状況で推移している。
実数では、平成22年が746人と最大であったがその後は減少傾向となっている。

１ 自殺者数・自殺率の推移

２ 自殺者の年代別・男女別状況

３ 自殺者の職業別状況

４ 自殺の原因・動機

５ 自殺未遂歴の状況

６ 参考データ

資料出所
１ 平成29年自殺統計原票データ（神奈川県警察本部）
２ 厚生労働省自殺統計
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参考２

01061164
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横浜市2

(１)　年代別自殺者数と割合

２　自殺者の年代別 ・ 男女別状況

(２)　男女別自殺者数と割合

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

男 466 65.5% 475 71.6% 529 70.9% 478 66.2% 433 69.1% 404 69.9% 349 65.6% 327 63.6% 347 68.4% 295 66.6%

女 245 34.5% 188 28.4% 217 29.1% 244 33.8% 194 30.9% 174 30.1% 183 34.4% 187 36.4% 160 31.6% 148 33.4%

総計 711 100% 663 100% 746 100% 722 100% 627 100% 578 100% 532 100% 514 100% 507 100% 443 100%

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成28年 平成29年平成27年平成24年 平成25年 平成26年

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

１０代
以下

18 2.5% 10      1.5% 16 2.1% 15 2.1% 20 3.2% 12 2.1% 13      2.4% 10      1.9% 12      2.4% 13      2.9%

20代 83 11.7% 84      12.7% 78 10.5% 92 12.7% 61 9.7% 66 11.4% 55 10.3% 54 10.5% 63 12.4% 41 9.3%

30代 126 17.7% 96      14.5% 125 16.8% 114 15.8% 60 9.6% 86 14.9% 63 11.8% 70 13.6% 62 12.2% 48 10.8%

40代 115 16.2% 128    19.3% 147 19.7% 146 20.2% 137 21.9% 119 20.6% 92 17.3% 99 19.3% 112 22.1% 88 19.9%

50代 137 19.3% 131    19.8% 119 16.0% 109 15.1% 112 17.9% 102 17.6% 90 16.9% 107 20.8% 102 20.1% 91 20.5%

60代 115 16.2% 117    17.6% 148 19.8% 124 17.2% 116 18.5% 90 15.6% 93 17.5% 70 13.6% 71 14.0% 66 14.9%

70代 83 11.7% 66      10.0% 80 10.7% 82 11.4% 76 12.1% 71 12.3% 77 14.5% 61 11.9% 58 11.4% 62 14.0%

８０代
以上

34 4.8% 31      4.7% 33 4.4% 40 5.5% 45 7.2% 32 5.5% 49 9.2% 43 8.4% 27 5.3% 34 7.7%

総計 711 100% 663    100% 746 100% 722 100% 627 100% 578 100% 532 100% 514    100% 507    100% 443    100%

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成28年 平成29年平成27年平成24年 平成25年 平成26年
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年齢別の構成比を見ると、一般的に40、50，60代がに多く、平成29年も同様であるが、特には突出した年代はなく
なっている。男女別の割合は、ほぼ２対１で推移している。

年齢別の構成比を見ると、一般的に40、50，60代がに多く、平成29年も同様であるが、特に40、50代
が多くなっている。男女別の割合は、ほぼ２対１で推移している。
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   　（１）　職業別自殺者数と割合

３　自殺者の職業別状況

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

自営業者　　　　 35      4.9% 73      11.0% 56 7.5% 39      5.4% 44 7.0% 40 6.9% 29 5.5% 37 7.2% 29 5.7% 19 4.3%

被雇用者・勤め人　 212    29.8% 182    27.5% 204 27.3% 197    27.3% 162 25.8% 176 30.4% 144 27.1% 143 27.8% 169 33.3% 126 28.4%

無職者 440    61.9% 388    58.5% 468 62.7% 474    65.7% 409 65.2% 351 60.7% 349 65.6% 325 63.2% 295 58.2% 290 65.5%

不詳　　　　　　　 24      3.4% 20      3.0% 18 2.4% 12      1.7% 12 1.9% 11 1.9% 10 1.9% 9 1.8% 14 2.8% 8 1.8%

総計 711 100% 663 100% 746 100% 722 100% 627 100% 578 100% 532 100% 514 100% 507 100% 443 100%

平成28年 平成29年平成27年平成26年平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10代以下

20代
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40代

50代

60代

70代

80代以上

全年代

年代別職業別の割合（平成29年）
自営業・家族従業者

被雇用者・勤め人

無職者

不詳
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平成20～29年職業別経年データ
自営業者

被雇用者 ・ 勤め人

無職者

不詳

人

平成28年と平成29年を比べると、自営業者、被雇用者・勤め人の割合がやや減少し、その分、無職

者の割合が増加している。30代～40代では、自営業者及び被雇用者・勤め人が５割前後を占めてい

る。平成22年を頂点に自殺者数は減少傾向にあるが、その中で無職者は、58～66％とほぼ2／3を占め

ている。

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

10代以下

20代

30代

40代

50代

60代

70代

80代以上

全年代

年代別男女別自殺者の割合（平成29年） 男性 女性
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　 (１)  　原因  ・動機別件数と割合

4　自殺の原因・動機

　（２）原因  ・ 動機別の判断材料

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

遺書 273    38.4% 259 39.1% 267 35.8% 265 36.7% 240    38.3% 218    37.7% 219    41.2% 181    35.2% 201      39.6% 154      34.8%
36      5.1% 18 2.7% 26 3.5% 31 4.3% 19      3.0% 19      3.3% 16      3.0% 20      3.9% 18        3.6% 10        2.3%

生前の言動 150    21.1% 119 17.9% 139 18.6% 144 19.9% 101    16.1% 126    21.8% 110    20.7% 81      15.8% 90        17.8% 80        18.1%
該当なし 275    38.7% 285 43.0% 339 45.4% 304 42.1% 283 45.1% 229 39.6% 208 39.1% 240 46.7% 211 41.6% 206 46.5%

平成28年 平成29年平成27年平成26年

自殺ｻｲﾄ･ﾒｰﾙ等書き込み

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

家庭問題 100 14.1% 72 10.9% 86 11.5% 73     10.1% 60 9.6% 69 11.9% 54 10.2% 55 10.7% 74 14.6% 42 9.5%

健康問題 278 39.1% 241 36.3% 241 32.3% 247  34.2% 192 30.6% 194 33.6% 209 39.3% 170 33.1% 179 35.3% 154 34.8%

経済・生活問題 102 14.3% 122 18.4% 100 13.4% 88     12.2% 90 14.4% 72 12.5% 72 13.5% 62 12.1% 84 16.6% 58 13.1%

勤務問題 58 8.2% 50 7.5% 44 5.9% 52     7.2% 40 6.4% 45 7.8% 46 8.6% 27 5.3% 35 6.9% 26 5.9%

男女問題 25 3.5% 24 3.6% 30 4.0% 23     3.2% 23 3.7% 22 3.8% 10 1.9% 9 1.8% 12 2.4% 11 2.5%

学校問題 15 2.1% 8 1.2% 3 0.4% 12     1.7% 3 0.5% 10 1.7% 6 1.1% 7 1.4% 9 1.8% 8 1.8%

その他 31 4.4% 18 2.7% 22 2.9% 32     4.4% 32 5.1% 24 4.2% 46 8.6% 25 4.9% 33 6.5% 27 6.1%

不詳 276 38.8% 286 43.1% 345 46.2% 309  42.8% 283 45.1% 229 39.6% 209 39.3% 240 46.7% 211 41.6% 206 46.5%

総計 885 124.5% 821 123.8% 871 116.8% 836  115.8% 723  115.3% 665  115.1% 652  122.6% 595  115.8% 637   125.6% 532   120.1%

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成28年 平成29年平成27年平成25年 平成26年
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家庭問題 健康問題 経済生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳

原因・動機別経年グラフ（平成20年～29年)

平成20年

平成21年

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

平成28年

平成29年

人

※原因・動機は3つ以内の複数計上可能であり、割合については自殺者数に基づき算出（実数割）

「遺書」「自殺サイト･メール等書き込み」「生前の言動」といった自殺の原因や動機を判断する

資料を残していた自殺者が全体の半数以上を占めている。その中では、男女共に「遺書」を残してい

る人が最も多くなっている。

※原因・動機は3つ以内の複数計上可能であり、割合については自殺者数に基づき算出（実数割）
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（３）平成29年における年代別にみた３大原因順位とその割合

原因 割合 原因 割合 原因 割合

家庭問題 11.8%
男女問題 11.8%

健康問題 10.6%
経済・生活問題 10.6%
学校問題 10.6%

30代 健康問題 18.3% 家庭問題 13.3% その他 11.7%
40代 健康問題 29.8% 経済・生活問題 17.5% 家庭問題 8.8%
50代 健康問題 25.2% 経済・生活問題 13.9% 家庭問題 8.7%
60代 健康問題 36.8% 経済・生活問題 11.8% その他 6.6%
70代 健康問題 41.2% 家庭問題 7.4% 経済・生活問題 5.9%
80代
以上

健康問題 51.4% その他 8.6%

全年代 健康問題 29.0% 経済・生活問題 10.4% 家庭問題 7.8%

20代

年代
第１位 第２位 第３位

10代
以下

学校問題 17.6%

3

16

2

21

7

25

118

4

8

21

28

1

2

22

2

8

2

1

7

1

1

7

2

17

8

54

10

130

4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

自営業・家族

従業者

被雇用者・勤

め人

学生・生徒等

無職者

不詳

職業別原因・動機の割合（平成29年）
家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

その他

不詳

家庭問題

8%

健康問題

29%

経済・生活問題

11%
勤務問題

5%

男女問題

2%

学校問題

1%

その他

5%

不詳

39%

平成29年における原因・動機の割合
家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

その他

不詳

※割合は、総件数を元に計上

（母数割）

健康問題がほぼ３割を占め、30代以上のどの年代でも自殺の原因順位の第１位となってい
る。また、職業別では、無職者で、原因不詳を除いて、第１位の割合を占めている。

※グラフ内の数は、内訳の計上数であるが複数回答のため自殺者数と一致しない

※不詳は除く
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　　 無職者の原因・動機内訳表

５　自殺未遂歴の状況

学生・
生徒等

主婦 失業者
利子・配当・

家賃等
生活者

年金・雇用
保険等
生活者

浮浪者
その他の
無職者

合計

家庭問題 2                4                1                -                  5                -                  11              23              
健康問題 -                  26              4                2                47              -                  39              118            
経済・生活問題 -                  -                  7                -                  3                -                  18              28              
勤務問題 -                  -                  2                -                  -                  -                  -                  2                
男女問題 2                -                  -                  -                  -                  -                  1                3                
学校問題 7                -                  -                  -                  -                  -                  1                8                
その他 2                1                -                  1                9                -                  6                19              
不詳 10              14              7                -                  50              1                58              140            
合計 23              45              21              3                114            1                134            341            

2

4

1

5

11

26

4

2

47

39

7

3

18

2

2

1

7

1

2

1

1

9

6

10

14

7

50

1

58

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

学生・

生徒等

主婦

失業者

利子・配当・家賃等

生活者

年金・雇用保険等

生活者

浮浪者

その他の

無職者

無職者の原因・動機の割合（平成29年）
家庭問題

健康問題

経済・生活問題

勤務問題

男女問題

学校問題

その他

不詳

自殺未遂歴ありの割合は、男女別で見ると女性が３割近くあり、男性のほぼ倍の割合を占めて

いる。

※原因・動機の数は、３つまでの複数計上のため自殺者数と一致しない。

人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合 人数 割合

男 62 13.1% 76 14.4% 67 14.0% 74 17.1% 59 14.6% 46 13.2% 42 12.8% 54 15.6% 48 16.3%
女 65 34.6% 82 37.8% 85 34.8% 59 30.4% 56 32.2% 48 26.2% 55 29.4% 57 35.6% 47 31.8%
男 292 61.5% 318 60.1% 317 66.3% 265 61.2% 271 67.1% 233 66.8% 220 67.3% 227 65.4% 204 69.2%
女 97 51.6% 110 50.7% 133 54.5% 110 56.7% 101 58.0% 109 59.6% 116 62.3% 86 53.8% 84 56.8%
男 121 25.5% 135 25.5% 94 19.7% 94 21.7% 74 18.3% 70 20.1% 65 19.9% 66 19.0% 43 14.6%
女 26 13.8% 25 11.5% 26 10.7% 25 12.9% 17 9.8% 26 14.2% 16 8.6% 17 10.6% 17 11.5%
男 475 100.0% 529 100.0% 478 100.0% 433 100.0% 404 100.0% 349 100.0% 327 100.0% 347 100.0% 295 100.0%

女 188 100.0% 217 100.0% 244 100.0% 194 100.0% 174 100.0% 183 100.0% 187 100.0% 160 100.0% 148 100.0%

未遂歴あり

未遂歴なし

不詳

総計

平成29年平成27年 平成28年平成26年平成25年平成21年 平成22年 平成23年 平成24年
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６　参考データ

※　神奈川県及び全国のデータは、厚生労働省資料「自殺の統計－各年の状況」より
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１ 解析データ 

（1）県警自殺統計データ（平成 29年） 

神奈川県警から提供された、平成 29 年中の横浜市における自殺者のデータ。以下、「県警データ」とす

る。 
 

２ 解析方法 

（1）単純集計、クロス集計 

（2）比率の差の検定、母比率の検定 

 

３ 結果（県警データの解析） 

（1）総自殺者数及び性別自殺者数 

平成 29 年の横浜市における総自殺者数は、443 人（男性:295 人、女性:148 人）で、男性が 66.6％を占

めた。平成 28 年の自殺者数に比べ、総数（507－443 人）で 12.6％減、男性（347－295 人）では 15.0％
減、女性（160－148 人）に対して 7.5％減であった。 
なお、総自殺者数の減少傾向は、平成 22 年から 29 年にかけて続いている。 
 

（2）年齢階級別自殺者数 

自殺者数を年齢階級別、性別にみると、男性では 50 歳代が最も多く 68 人（23.1％）、女性では 40 歳代

が最も多く 29 人（19.6％）であった。また、男性では、平成 28 年は 40 歳代及び 50 歳代で全体の約 44％
を占め、60 歳代と 20 歳代が続く変則的な一峰性であったが、平成 29 年は 50 歳代を中心とする一峰性に

変わっている。女性では平成 28 年は 40 歳代を中心に一峰性を示したが、平成 29 年は 40 歳代が最も多

いが、40～70 歳代の人数に大きな差がなく台形に近くなっている（図 2－1）。・・次頁へ続く・・ 
  

図 2－1 年齢階級別自殺者数 
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・・・前頁より・・ 
年齢階級別自殺者総数を見ると図 2－2 のように、40 歳代、50 歳代が多く、それらの年代を頂点とした

一峰性で、28 年では 40 歳代が頂点であったが、29 年では 50 歳代が頂点になっている。 

図 2－2 年齢階級別自殺者 
 

（3）月別自殺者数 

月別に自殺者数をみると、4 月が 53 人（12.0％）と多く、2 月が 23 人（5.2％）と最低になっている（表

3）。 
平成 28 年では、逆に、2 月が 53 人（10.3％）で最も多く、4 月が 32 人（6.3％）最低であった。合計

値を見ると、29 年は 1，3，4 月、年の始めに偏っているように思われるが、男女別比率表示の図 3 を見

ると、月間のバラツキが大きく、季節的要因があるようには思われない。 
性別にみると、平成 29 年では男性は 4 月が 39 人（13.2％）で最も多く、女性では 3 月が 20 人（13.5％）

で最も多かった（表及び図 3）。  
表 3 月間自殺者数 

 
（注）％合計は 100％と表示するが、端数処理のため合計は 100 にならないことがある。 

表の％表示に関しては以下同様。 

人数 % 人数 % 人数 %
1 29 9.8 16 10.8 45 10.2
2 16 5.4 7 4.7 23 5.2
3 26 8.8 20 13.5 46 10.4
4 39 13.2 14 9.5 53 12.0
5 27 9.2 9 6.1 36 8.1
6 20 6.8 10 6.8 30 6.8
7 23 7.8 17 11.5 40 9.0
8 15 5.1 19 12.8 34 7.7
9 26 8.8 9 6.1 35 7.9
10 20 6.8 7 4.7 27 6.1
11 33 11.2 7 4.7 40 9.0
12 21 7.1 13 8.8 34 7.7
合計 295 100 148 100 443 100

月
男性 女性 合計

 2 
 



 

図 3 月別自殺者数 
 
 

（4）曜日別自殺者数 

平成 29 年資料で、曜日別に自殺者数をみると、月曜日が 84 人（19.0％）で最も多く、日曜日が 52 人

（11.7％）と最も少なかった（表 4）。 
平成 28 年も、月曜日が 96 人（18.9％）で最も多く、日曜日が 48 人（9.5％）と最も少なかった。直近

の 2 年間のデータからは、日・月、2 日間の差（29 年は男性、28 年は女性で、月曜日は日曜日の２倍）

に特徴がある。 
性別にみると、男性では月曜日が 64 人（21.7％）で最も多く、日曜日が 33 人（11.2％）と最小で、女

性では火曜日が 29 人（19.6％）で最も多く、土曜日が 17 人（11.5％）と最小であった（表 4 及び図 4）。 
  

表 4 曜日別自殺者数 

 
（注）％合計は 100％と表示するが、端数処理のため合計は 100 にならないことがある。 

表の％表示に関しては以下同様。 
 

9.8 

5.4 

8.8 

13.2 

9.2 

6.8 

7.8 

5.1 

8.8 

6.8 

11.2 

7.1 

10.8 

4.7 

13.5 

9.5 

6.1 

6.8 

11.5 

12.8 

6.1 

4.7 4.7 

8.8 

0

2

4

6

8

10

12

14

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

自
殺
者
数(

%)

男(295人) 女(148人)

人数 % 人数 % 人数 %
月 64 21.7 20 13.5 84 19.0
火 34 11.5 29 19.6 63 14.2
水 43 14.6 20 13.5 63 14.2
木 44 14.9 21 14.2 65 14.7
金 41 13.9 22 14.9 63 14.2
土 36 12.2 17 11.5 53 12.0
日 33 11.2 19 12.8 52 11.7

合計 295 100 148 100 443 100

曜日
男性 女性 合計

 3 
 



 

 
図 4 曜日別自殺者数 

 
 

（5）時間別自殺者数 

自殺の時間が判明した者 304 人（男性 198 人、女性 106 人）について、時間別に自殺者数をみると、0
時台が 31 人（10.2％）で最も多く、次いで 12 時台が 20 人（6.6 ％）で多かった（表 5）。 
平成 28 年も 0 時台が 42 人（12.1%）で最も多く、次は 11 時台 21 人（6.1 %）であった。 
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表 5 時間別自殺者数 

 
 

 
・・・前頁より・・ 

0 時台が多くなっている原因は、男性の自殺者が 23 人（11.6％）と突出している為である。次いで 12
時台が多くなっている主な原因は、男性が 14 人（7.1％）と増えていることによるが、「図 5 時間別自殺

者数（比率表示）」に見られるように、12 時台などは特異の状態とは言えない。 
 

 
図 5 時間別自殺者数 

 
 
  

人数 % 人数 % 人数 %
0時 23 11.6 8 7.5 31 10.2
1時 5 2.5 3 2.8 8 2.6
2時 6 3.0 2 1.9 8 2.6
3時 9 4.5 3 2.8 12 3.9
4時 7 3.5 3 2.8 10 3.3
5時 10 5.1 2 1.9 12 3.9
6時 8 4.0 3 2.8 11 3.6
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（6）自殺の場所 

自殺の場所別に自殺者数をみると、「自宅」が 284 人（64.1％）で突出して最も多かった。性別にみる

と、男女共に「自宅」が最も多く、男性 178 人（60.3％）、女性 106 人（71.6％）であった。次いで多い

のは、男女共、「高層ビル」で、男性 27 人（9.2％）、女性 15 人（10.1％）であった（図及び表 6－1）。 
28 年も「自宅」が 335 人（66.1％）で突出して最も多く、次いで、男性では「公園」24 人（6.9％）で、

女性では「高層ビル」20 人（12.5％）であった。 

 

図 6－1 自殺の場所 
 
 

表 6－1 自殺の場所 
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自殺者の発見地と生前の居住地との関係も、平成 29 年は 28 年とほぼ同じで、発見地と居住地が同一の

傾向に変わりない。 
横浜市で発見された自殺者 443 人（男性 295 人、女性 148 人）のうち、居住地が市内の者は 420 人（男

性 280 人、女性 140 人）で、全体の 94.8％（平成 28 年は 94.9％）を占めていた（表 6－2）。 
 

表 6－2 自殺者の発見地と生前の居住地 

 

一方、自殺の者の居住区と発見された区に違いがあるかをみると、居住区と同じ区で発見された者は 404
人（男性 268 人、女性 136 人）で、全体の 91.2％（平成 28 年は 89.0％）を占めていた。 
さらに、自宅以外で自殺した者 159 人（男性 117 人、女性 42 人）についてみると、居住区と同じ区で

発見された者は 121 人（男性 90 人、女性 31 人）で、自宅以外で自殺した者の 76.1％（平成 28 年は 67.4％）

を占めていた（図 6－2）。 

図 6－2 自宅以外で自殺した者の居住区と発見された区 
（注：自殺場所が自宅で、居住区と発見区が異なる女性 1 名あり、両方のカテゴリーに重複

記録されている） 
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（7）自殺の手段 

自殺の手段別に自殺者数をみると、「首つり」が 294 人（66.4％）で突出して最も多かった。性別にみ

ても、男女共に「首つり」が最も多く、男性 196 人（66.4％）、女性 98 人（66.2％）であった。次いで多

いのは、男女共に「飛降り」で、男性 32 人（10.8％）、女性 17 人（11.5％）であった（図及び表 7）。 
この傾向は平成 28 年とほぼ同一であった。 

 
図 7 自殺の手段 

 
 
 

表 7 自殺の手段 
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（8）自殺の場所×自殺の手段 

自殺の場所ごとに自殺の手段の内訳をみると、男女共に「自宅での首つり」が最も多く、男性 138 人

（46.8％）、女性 88 人（59.5％）であった。次いで多いのは、男女共に「高層ビルからの飛降り」で、男

性 27 人（9.2％）、女性 15 人（10.1％）であった（表 8）。平成 28 年では、男性の手段の 2 位は「公園で

の首つり」であったが、両年とも、類似の傾向にあると言える。 
 

表 8 自殺の場所×自殺の手段（上位 10 位） 

 

 
 

（9）職業カテゴリ 

職業カテゴリ別に自殺者数をみると、男女共に「無職者」が最も多く、男性 158 人（53.6％）、女性 112
人（75.7％）であった。次いで多いのは「被雇用者・勤め人」で、男性 103 人（34.9％）、女性 23 人（15.5％）

であった（図 9）。この傾向は平成 28 年と全く同一であった。 
 

 

図 9 職業カテゴリ別自殺者数 
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（10）原因・動機の判断資料 

「遺書」、「自殺サイト・メール等への書き込み」、「その他の生前の言動」といった、自殺の原因や動機

を判断する資料（以下、「判断資料」とする）を残していた自殺者は、237 人（男性 148 人、女性 89 人）

で、全体の 53.5%を占めた。判断資料を残して自殺する者の割合は、男性（50.2％）より女性（60.1％）

の方が有意（有意水準＜0.05）に高かった。 

 

図 10－1 原因・動機の判断資料 
（注）図の括弧内数値は人数、括弧のない数値は％で、各問題カテゴリの 

「のべ合計」の自殺者（実数）に対する比率。 
 

判断資料の内訳をみると、男女共に「遺書」が最も多く、男性 96 人（32.5％）、女性 58 人（39.2％）で

あった。また、その他の内訳別でも、比率は女性の方が多いが、男女間に有意な差は認められなかった（図

10－1）。この傾向は平成 28 年と同様であった。 
2つ以上の判断資料を残していた者は 7人（男性 3人、女性 4人）で、判断資料を残した者の 3.0％(=7/237)

であった。判断資料の組み合わせをみると、「遺書」と「その他の生前の言動」の組み合わせで、7 人（男

性 3 人、女性 4 人）であり、重複件数として計上している（表 10－1）。 
平成 28 年は 3 つの判断資料を残していた人もあり、人数も合計で 12 人であった。 
 

表 10－1 判断資料の組み合わせ 

 

 
 

  

32.5 

1.7 

16.9 

39.2 

3.4 

20.3 

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

遺書 自殺サイト・メール等書き込み その他の生前の言動

自
殺
者
数(

%)

男(295人) 女(148人)

(96)
(58)

(5)
(5)

(50) (30)

男 女 合計
「遺書」＋「自殺サイト・メール等への書き込み」 0 0 0
「遺書」＋「その他の生前の言動」 3 4 7
「自殺サイト・メール等への書き込み」＋「その他生前の言動」 0 0 0
「遺書」＋「自殺サイト・メール等への書き込み」＋「その他生前の言動」 0 0 0

自殺者実数（比率計算分母） 

 10 
 



（11）原因・動機 

原因・動機は 53 種類の中から最大 3 つまで挙げられている。また、自殺の原因・動機は 7 つのカテゴ

リ（『家庭問題』『健康問題』『経済・生活問題』『勤務問題』『男女問題』『学校問題』『その他』）に分類さ

れている。 
判断資料を残した 237 人（男性 148 人、女性 89 人）のうち、1 個の原因・動機が確定された者は 165

人（男性 95 人、女性 70 人）で最も多く、69.6％（男性中の 64.2％、女性中の 78.7％）を占めていた。 
一方、複数の原因・動機が確定された者のうち、原因・動機が 2 個の者は 55 人（男性 38 人、女性 17

人）で、判断資料を残した者の 23.2％（男性中の 25.7％、女性中の 19.1％）であった。また、原因・動

機が 3 個の者は 17 人（男性 15 人、女性 2 人）で、判断資料を残した者の 7.2％（男性中の 10.1％、女性

中の 2.2％）であった。なお、判断資料があって、自殺の原因や動機が判明しなかった者（「不詳」）はな

かった。（図 10－2）。 この傾向は平成 28 年と同様であった。 

 

図 10－2 原因・動機の数 
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判断資料を残した 237 人について、原因・動機をカテゴリ別にみると、『健康問題』が含まれる者が男

女共に最も多く、男性 85 人（57.4％）、女性 69 人（77.5％）であった。次いで、男性では『経済・生活

問題』が 55 人（37.2％）、女性では『家庭問題』が 17 人（19.1％）で多く見られた（表 11－1 及び図 11
－1） 
判断資料を残した者のうち、原因・動機に『健康問題』が含まれる者は男性より女性が有意（有意水準

＜0.01）に高く、『経済・生活問題』では女性より男性が有意（有意水準＜10-8）に高く、『勤務問題』で

も女性より男性が有意（有意水準＜0.05）に高かった。『家庭問題』は、女性では、『健康問題』に次ぐ問

題であったが、男女間に有意な差は認められなかった。 
表 11－1 原因・動機カテゴリ 

 
（注）本表の％は男女の実数を基準に算出。 

 
図 11－1 原因・動機カテゴリ 

（注）本図の％は各問題カテゴリの「のべ合計」を基準に算出。 
 

男女共に原因・動機に多く挙げられている『健康問題』は、8 個の項目（「身体の病気」「うつ病」「統合

失調症」「アルコール依存症」「薬物乱用」「その他の精神疾患」「身体障害の悩み」「その他の健康問題」）

で構成されている。 
原因・動機に『健康問題』が含まれる 154 人（男性 85 人、女性 69 人）のうち、「うつ病」を挙げられ

た者は 67 人（男性 33 人、女性 34 人）で男女共に最も多く、原因・動機に『健康問題』が含まれる者の

43.5％（男性 38.8％、女性 49.3％）を占めた。次いで多いのは「身体の病気」47 人（男性 31 人、女性

16 人）で、30.5％（男性 36.5％、女性 23.2％）を占めた。『健康問題』ばかりでなく、『経済・生活問題』

等、他のカテゴリの原因・動機を合せてみても、判断資料を残した 237 人のうち、「うつ病」を原因とさ
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れた者は最も多く、次いで「身体の病気」とされた者が多かった。この傾向は平成 28 年と全く同一であ

った。 
表 11－2 健康問題による自殺 

 
 
（12）自殺未遂歴の有無 

自殺未遂歴の有無についてみると、男性では、全自殺者 295 人の内、自殺未遂歴「あり」が 48 人（16.3％）、

「なし」が 204 人（69.2％）、不詳 43 人（14.6％）であった。女性では、同じく 148 人の内、自殺未遂歴

「あり」が 47 人（31.8％）、「なし」が 84 人（56.8％）、不詳 17 人（11.5％）であった（図 12）。自殺者

のうち、自殺未遂歴「あり」の者の割合は、男性より女性が有意（有意水準＜0.001）に高かった。 

図 12 自殺未遂歴の有無 
 
（13）自殺未遂歴×判断資料の有無 

自殺未遂歴と判断資料の有無の関連をみたところ、男性では、自殺未遂歴があった 48 人のうち、判断

資料を残した者は 24 人（50.0％）であった。 ・・・次頁へ続く・・ 

 
図 13 自殺未遂歴×判断資料の有無 

(注)自殺未遂歴なしの人数には自殺未遂歴不詳者数を含む。 
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 ・・・前頁より・・ 
一方、自殺未遂歴がなかった（不詳を含む）247 人のうち、判断資料を残した者は 124 人（50.2％）で

あった。 
女性では、自殺未遂歴があった 47 人のうち、判断資料を残した者は 31 人（66.0％）であった。一方、

自殺未遂歴がなかった 101 人のうち、判断資料を残した者は 58 人（57.4％）であった（図 13）。男女共

に、自殺未遂歴の有無による、判断資料を残す割合に有意な差は認められなかった。この傾向は平成 28
年と全く同一であった。 

 
（14）自殺未遂歴×原因・動機カテゴリ 

自殺未遂歴が分かり、かつ、判断資料から原因・動機が分かる者（男性 148 人、女性 89 人について、

自殺未遂歴によって原因・動機に違いがあるかを調べた。男性では、自殺未遂歴「あり」は「なし」より

も『健康問題』を原因・動機に含む者の割合が高かった（有意水準：0.01）。他方、『経済・生活問題』を

原因・動機に含む者の割合は、自殺未遂歴の有無による有意な差は認められなかった。 
女性では、自殺未遂歴「あり」は「なし」よりも『家庭問題』を原因・動機に含む者の割合が高かった

（有意水準：0.05）。『健康問題』を原因・動機に含む者の割合は、自殺未遂歴の有無による有意な差は認

められなかった(表 14 及び図 14）。 
表 14 自殺未遂歴×原因・動機カテゴリ （注 ％は実数基準） 

 

 
図 14 自殺未遂歴×原因・動機カテゴリ  （注 ％はのべ合計基準） 

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳 のべ合計 実数
人 1 20 9 4 0 2 2 0 38 24
% 4.2 83.3 37.5 16.7 0.0 8.3 8.3 0.0 158.3 100
人 19 58 40 17 6 4 12 0 156 124
% 15.3 46.8 32.3 13.7 4.8 3.2 9.7 0.0 125.8 100
人 20 78 49 21 6 6 14 0 194 148
% 13.5 52.7 33.1 14.2 4.1 4.1 9.5 0.0 131.1 100
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% 29.0 77.4 0.0 0.0 6.5 6.5 9.7 0.0 129.0 100
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人 16 65 2 3 5 2 9 0 102 89
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（15）職業カテゴリ×原因・動機カテゴリ 

判断資料を残した 237 人（男性 148 人、女性 89 人）において、職業によって原因・動機のカテゴリに

違いがあるかを調べた。(注：職業不詳者男女共 2 人を除くので対象者は男性 146 人、女性 87 人) 
男性では『健康問題』を原因・動機に含む者の割合は「無職者」が他の業種に比べて有意（有意水準＜

10-4）に高くなっている。『経済・生活問題』を原因・動機に含む者の割合は「自営業者・家族従業者」が

他の業種に比べて有意（有意水準＜0.05）に高くなっている。『勤務問題』を原因・動機に含む者は「被

雇用者・勤め人」が他の業種に比べて有意（有意水準＜10-4）に高くなっている。図 15－1 及び表 15－1
参照。 
女性では「自営業者・家族従業者」カテゴリに分類されるデータがなく、「無職者」と「被雇用者・勤

め人」の実数が 74：13 と差が大きいので母比率の検定は省略する。図 15－2 及び表 15－2 参照。 
 

表 15－1 職業カテゴリ×原因・動機カテゴリ（男性） 

 
（注）本表の％は各職業カテゴリの実数を基準に算出。 

実数の表示では、職業不詳で判断資料を残した２人を省略。 
 

 
図 15－1 職業カテゴリ×原因・動機カテゴリ（男性） 

（注）本図の％は各職業カテゴリの「のべ合計」を基準に算出。 
 

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳 のべ合計 実数
人 3 7 8 2 0 0 1 0 21 11
% 27.3 63.6 72.7 18.2 0.0 0.0 9.1 0.0 190.9 100
人 12 21 20 18 6 0 6 0 83 59
% 20.3 35.6 33.9 30.5 10.2 0.0 10.2 0.0 140.7 100
人 10 56 26 2 0 6 10 0 110 76
% 13.2 73.7 34.2 2.6 0.0 7.9 13.2 0.0 144.7 100
人 25 84 54 22 6 6 17 0 214 146
% 17.1 57.5 37.0 15.1 4.1 4.1 11.6 0.0 146.6 100
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表 15－2 職業カテゴリ×原因・動機カテゴリ（女性） 

 
（注）本表の％は各職業カテゴリの実数を基準に算出。 

実数の表示では、職業不詳で判断資料を残した２人を省略。 
 
 

 
図 15－2 職業カテゴリ×原因・動機カテゴリ（女性） 

（注）本図の％は各職業カテゴリの「のべ合計」を基準に算出。 
 
 
 

家庭問題 健康問題 経済・生活問題 勤務問題 男女問題 学校問題 その他 不詳 のべ合計 実数
人 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
% 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
人 4 4 1 4 2 0 1 0 16 13
% 30.8 30.8 7.7 30.8 15.4 0.0 7.7 0.0 123.1 100
人 13 62 2 0 3 2 9 0 91 74
% 17.6 83.8 2.7 0.0 4.1 2.7 12.2 0.0 123.0 100
人 17 66 3 4 5 2 10 0 107 87
% 19.5 75.9 3.4 4.6 5.7 2.3 11.5 0.0 123.0 100
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